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現行の経営戦略 

■策定の趣旨 

  瀬⼾市⽔道事業は、これまで安全な⽔を安定供給し、快適な市⺠⽣活の根幹を⽀えるラ
イフラインとしての重要な役割を果たしてきましたが、人口減少や節⽔機器普及に伴う
⽔道使用量の減少、老朽化した⽔道施設の更新に多額の費用が必要となるなど、今後の経
営状況は大変厳しくなることが見込まれていました。 

⽔道事業の安定的継続を実現するために、今後の施設・管路の更新の必要性とその財源
を見極める、中⻑期的な将来を見据えた計画的な経営を⾏うための指針を作成する必要
が出てきました。 

また、総務省からも⽔道事業者が計画的な経営を継続するために経営戦略を策定する
要請がありました。 

これらの状況を踏まえ、中⻑期の経営の基本計画となる「瀬⼾市⽔道事業経営戦略」（以
下、「経営戦略」と表示）を平成３０年度に策定しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・瀬戸市水道施設更新計画 

・瀬戸市管路更新計画 

瀬戸市 

水道事業 

経営戦略 

水道ビジョン 

（新水道ビジョン） 

瀬戸市総合計画 

「経営戦略」の策定推進について

（平成 28 年総務省通知） 
公共施設等総合管理計画 

経営戦略の位置づけ 
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■事後検証 

経営戦略の事後検証として、計画と実績に大きな差が⽣じないかを、毎年度の決算数値
に基づき、「経営目標」の達成状況と、経営目標の実現に向けた「モニタリング指標」の
状況も併せて確認する方法で進捗管理を⾏っています。 

また、「経営目標」と「モニタリング指標」の確認時には、瀬⼾市と運営環境が類似す
る団体（以下「類似団体」と表示）との比較分析も併せて⾏っています。 

 

経営目標 達成水準 

利益水準（円） 長期前受金戻入を除いた純利益を黒字とする。 

管路更新率（％） 年平均１％とする。 

 

モニタリング指標 観点 

企業債残高対給水収益比率（％） 
増加傾向でかつ１００％を超えた場合に、投資

水準及び料金水準が適切であるかを検討。 

施設利用率（％） 
減少傾向でかつ７０％を切った場合に、施設規

模及び契約受水量が適切であるかを検討。 

有収率（％） 
減少傾向が続いている場合は、漏水等原因の調

査を行う必要がある。 

有形固定資産減価償却率（％） 
増加傾向かつ５０％を超えた場合は原因を特

定し、対応を計画する。 

管路経年化率（％） 
１５％程度を超えた時点で管路更新率の目標

値の調整を検討する。 
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瀬戸市と類似団体との比較 
（令和 2年度実績を偏差値化） 

出典「令和 4 年度第 1 回瀬⼾市⽔道事業経営審議会資料」
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■経営戦略の見直し 

経営戦略では、経営戦略の計画期間の半期である５年経過時点で、必要に応じた計画の
見直しを⾏うこととしています。 

令和 4 年１月には、総務省から今後の人口減少等に伴う料金収入減少、施設老朽化所
要費用等を投資・財政計画へ的確に反映し、経営戦略の改定を推進するよう要請がありま
した。 

また、令和 4 年度第 2 回瀬⼾市⽔道事業経営審議会では、⽔道料金見直しの検討開始
時期の見直し、ストックマネジメント等の⻑期的視点を含めた財政シミュレーションの
実施、光熱費高騰による影響額の財政シミュレーションへの反映といった、経営戦略を見
直す必要性について意見が出されました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

〇計画期間（平成３０年度から令和９年度）の半期である５年経過時点におい

て、必要に応じた計画の見直しを実施。（経営戦略 P.31） 

 

瀬戸市水道事業経営戦略 

（平成 30 年 12 月策定） 

 

 

〇経営戦略策定後、３年から５年内の見直しを行うことが重要。 

〇令和７年度までに全国の経営戦略見直し率１００％を実現（経済財政諮問会議）

〇投資・財政計画への反映すべき事項 

  ① 人口減少等を加味した料金収入 

  ② 施設老朽化を踏まえた将来における所要更新費用 

  ③ 物価上昇等による維持管理費、委託費、動力費等の上昇 

  ④ ①～③を反映した上での収支維持に向けて必要となる経営改革の検討 

  ⑤ ３～５年毎の経営戦略改定 

「経営戦略」の改定推進について

（令和 4年 1月 25 日付け総務省通知） 

 

 

〇水道料金見直し時期の「赤字となってから検討開始」の妥当性 

  → 赤字とならないような経営をしていく必要性 
〇ストックマネジメントなどの長期的視点を含めた財政シミュレーション実施 

  → 施設更新や災害対応などの見通しを立てる必要性 
〇光熱費高騰の影響を反映した財政シミュレーション実施 

→ 物価変動等に対して短期間に投資・財政計画を見直す必要性 

第 2 回瀬戸市水道事業経営審議会 

（令和 4年 11 月 8 日開催） 
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経営戦略の見直し事項とスケジュール 

■見直し時の留意点 （総務省「経営戦略策定・改定ガイドライン」）  
No. 留意点 現行戦略の状況 

① 

当初策定時からの時間経過に伴い、地域の人口動向などサ
ービス需要に影響する要素の変動状況、賃金や物価の上下動
などの基礎的な社会経済情報の変化、ストックマネジメント
等の取組の充実、根拠法令の改正その他の制度改正の状況な
ど、踏まえるべき要素を示していくことが重要である。 

それらの変動要素に一定の仮定を置き、複数の推計パター
ンで⾏うことで計画がより緻密なものとなるようにするこ
と。 

・収支見込には、賃

金や物価の動向が

含まれていない。

（P.23） 

・給水人口見込は、

瀬戸市人口ビジョ

ン（平成 27 年度）

を参考に作成。

（P.19） 

② 

「経営戦略」の目標が十分に達成できなかった場合、事業の
規模等によってはそれ以上のダウンサイジングやスペックダ
ウンを図ることが困難な場合も考えられる。 

そのような場合には、投資の再検討と平⾏して新たな知見
や新技術の導入、多様な手段によるサービス供給など、新たな
発想で取り組むべき方策を検討すべきであること。 

・今後の取組とし

て、「ダウンサイジ

ング等の検討」と

「新技術の導入検

討」を設定。（P.29） 

・施設投資見込は、

施設更新計画（平

成 28 年度）を参考

に作成。（P.24） 

③ 

ＰＤＣＡサイクルの実効性を担保し、また、企業経営の中に
定着させるためには、評価結果を予算編成や定員管理等に反
映させるルールを確立することが望ましい。 

さらに、評価の過程において議会による審議、監査委員によ
る監査等、学識経験者やサービスの受益者である住⺠等が参
加した上での評価等の手順を踏むことによって、評価の客観
性が確保されるように留意すべきであること。 

・経営目標「利益水

準」と「管路更新

率」の達成に向け

た事業運営の記載

はあるが、明確な

ルールの記載はな

い。（P.22） 

・評価実施組織「経

営審議会」を設置。 

④ 

各種の経営指標（経営比較分析表）等を活用した決算分析に
より、近年の収⽀状況とその要因を詳細に分析し、課題を明ら
かにした上で、それに対応した対策や取組を盛り込んでいく
ことが必要となる。 

さらに、経営規模等の類似する⺠間企業を含む他の同種企
業との経営状況の比較を⾏い、また同種企業における経営改
善事例を積極的に活用した経営分析を⾏い、計画の達成に向
けた経営健全化・効率化の推進に努めることが望ましいこと。 

・「経営目標」、「モニ

タリング指標」を

規模等の類似する

事業体における数

値との比較実施。

（P.31、32） 

・規模等の類似する

事業体は、平成 27

年度地方公営企業

年鑑から抽出。（資

料②） 

⑤ 

公営企業の担当部局だけでなく、一般会計の企画、財政担当
部局や地域政策担当部局、更には必要に応じて都道府県関係
部局の協力も得て、連携して取組の方向性について検討を進
め、当該地方公共団体の総合計画等の中に「経営戦略」の考え
方を位置づけていくべきであること。 

・総合計画を実現す

る実施計画である

「中期事業計画」

において取組状況

報告を実施。 

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（総務省、平成 31 年 3 月 29 日策定）を元に作成 
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■水道事業特有の留意事項 （総務省「経営戦略策定・改定ガイドライン」） 

No. 留意事項 該当 

⑴ 

⽔道事業については、人口減少社会の到来や節⽔型社会への移⾏、施
設の老朽化や近年頻発する自然災害など、経営環境が変化していること
から、将来にわたって安定的に事業を継続するため、中⻑期的な視点に
立った経営を⾏う必要があること。 

該当 

⑵ 

投資規模については、将来的な需要動向を的確に把握した上、施設の
更新や統廃合の見通しを踏まえた「投資試算」の取りまとめを通じ、そ
の合理化を図る必要があること。 

なお、施設の耐震化をはじめとする老朽化・災害対策等については、
⽔道が基礎的なライフラインであることから、適切な⽔準設定を⾏った
上で計画的に実施する必要があること。 

ダム等⽔源施設整備への参画に当たっては、採算性等を精査し、関係
機関との調整に十分配慮する必要があること。 

該当 

⑶ 
⽔道料金については、原価主義の原則に基づき、更新財源等に要する

経費を適切に確保するとともに、需要者間の負担の公平の要請に対応し
た料金体系を整備する必要があること。 

該当 

⑷ 

職員給与費、動力費等の維持管理費については、「経営比較分析表」
「⽔道事業経営指標」「⽔道事業ガイドライン」等の経営指標の積極的
な活用を図り、給⽔人口規模等の類似する他の事業者の経営状況等を参
考にし、その節減に努める必要があること。 

該当 

⑸ 

複数の市町村の区域を超え、連携して事業に取り組む広域化について
は、スケールメリットによる経費削減や組織体制の強化等の幅広い効果
が期待できる。 

財務・技術基盤の強化を通じた効率的な経営体制を確立していくた
め、地域の特性を踏まえるとともに、事業の規模、効果等を勘案し、経
営・管理等の一体化も含め、多様な類型の広域化を積極的に推進する必
要があること。 

該当 

⑹ 
⺠間的経営手法の活用については、地域や各事業者の実情を踏まえ、

指定管理者制度や⺠間委託等の活用のほか、公共施設等運営権方式を含
む PPP/PFI の活用を積極的に検討する必要があること。 

該当 

⑺ 

経営戦略未策定の事業体が経営統合による広域化を予定している場
合は、広域化後の事業においても新規に経営戦略を策定することとなる
が、現状分析や投資・財政計画（収⽀計画）の作成は、広域化の効果を
検討する上でも重要であるため、一旦現状の事業形態での経営戦略の策
定が求められる。 

非該当 

 
 
 

（次ページあり） 
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No. 留意事項 該当 

⑻ 

平成 29 年度から高料金対策の対象要件として「経営戦略」を策定し
ていることが求められている。また、平成 31 年度から管路耐震化事業
の対象要件として「経営戦略」を策定していることが求められている。 

高料金対策については、上⽔道事業と簡易⽔道事業を同一の会計で実
施している団体が高料金対策の対象となる場合は、高料金対策の対象が
上⽔道事業と簡易⽔道事業で個別に算定されることを踏まえ、事業ごと
に「投資・財政計画」の策定を求めていることに留意すること。 

非該当 

⑼ 

⽔道事業における「経営戦略」については、既に策定された、もしく
は今後策定する予定の⽔道事業ビジョンにおいて、「経営戦略」に求め
ている必須項目を全て満たしているものであれば、経営戦略として取り
扱って差し⽀えない。 

また、⽔道法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 92 号）によ
る改正後の⽔道法（昭和 32 年法律第 177 号）に基づく⽔道基盤強化
計画、都道府県⽔道ビジョン、⽔道広域化推進プランといった都道府県
が策定する計画と経営戦略の内容に齟齬がないようにされたい。 

非該当 

⑽ 

前章において述べたとおり、「経営戦略」の「計画期間」は、個々の団
体・事業を取り巻く環境、施設の老朽化状況、経営状況等を踏まえて、
10 年以上の合理的な期間を設定することが必要である。 

ただし、｢投資試算」や「財源試算」に当たっては、中⻑期（30〜50 
年超）の推計を⾏い、経営状況の経年変化・類似団体との比較を踏まえ
た分析結果等を勘案するなどして、個別事業の実情に応じた合理的な期
間を設定することが重要である。 

該当 

⑾ 

工業用⽔道事業にあっても、おおむね上記の諸点に準じることとする
ほか、とりわけ相当程度の量の未売⽔を抱え、先⾏投資負担が増大して
いる事業者が存在している状況を踏まえ、関係部局と連携をとりつつ、
⽔需要の見通し及び施設計画の見直し、他用途への⽔源転換等を含め、
幅広い観点から各種の方途を講じることにより経営健全化に努める必
要があること。 

非該当 

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（総務省、平成 31 年 3 月 29 日策定）を元に作成 
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■運営環境が類似する団体(＊)における料金改定時の留意事項  
瀬⼾市⽔道事業では、経営戦略に料金改定を検討する時期について、「経営目標で掲げた

純利益（⻑期前受金戻入を除く）が赤字となった場合には、直ちに料金改定の検討を⾏い…」
と具体的に明記しています。 

本市と運営環境が類似する多くの団体でも、その多くで料金改定の検討開始時期が明記
されており、検討にあたっての留意事項を設定しているところもあります。この留意事項に
ついては、本市では設定されていません。 
 本市でも料金改定検討の留意事項を設定することで、経営審議会で議論する際の論点が
整理され、効率的な検討を進めることが期待できるものと考えられます。 
 

(＊)平成 27 年度地方公営企業年鑑（総務省）より、下記条件にて抽出 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

現在給水人口 

受水割合 

対象都道府県 

供用開始 

導送配水管延長 

浄水場設置数 

配水池設置数 

10 万人～20 万人 

40％～80％ 

埼玉、千葉、神奈川、岐阜、愛知、三重、京都、大阪、兵庫、奈良 

平成元年以前 

450km～1,400km 

2 箇所～7箇所 

10 箇所～50 箇所 

 

団体名 
検討時期

の明記 
検討開始時期 検討にあたっての留意事項 

愛知県 瀬戸市 〇 
純利益（長期前受金戻入を

除く）が赤字となった場合 

 

- 

 

千葉県 野田市 〇 
毎年度策定する財政計画で

判断 

 

基本料金及び従量料金の水準 

 

千葉県 八千代市 

 

〇 

 

5 年ごとに料金改定 

（毎年度の決算状況や収支

見通しを検証、要否を判断） 

- 

愛知県 小牧市 

 

〇 

 

実際の経営状況などを総合

的に判断 

事業運営に必要な収益と将来の施設

更新に向けた内部留保資金残高 

京都府 宇治市 × 

 

- 

 

口径別料金体系への移行、 

低所得者向け料金のあり方 

大阪府 富田林市 〇 
収支ギャップの解消が困難

となる場合 

 

企業債の借入額の見直しとの比較 

 

兵庫県 三田市 × - 

 

基本料金設定、基本水量の見直し 

 

奈良県 生駒市 〇 

 

令和 8年度（想定） 

 

給水原価と供給単価との比較、 

資金残高不足の回避 
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■見直し事項とスケジュール  

  
令和 4年度 令和 5年度 

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

経
営
審
議
会 

                            

① ② ② ② ② ② ② ② ② ③ ② ② ② ② 

                            

              

                            

 

１ 現行経営戦略の中間検証 

⑴ 計画値と実績値との比較による今後の推計方針 
検証項目 

経営戦略 

掲載ページ 

① 給水人口 P.19 

② 有収水量 P.19 

③ 料金収入（給水収益） P.20 

④ 純利益（長期前受金戻入を除く） P.23 

⑤ 企業債（借金）残高 P.24 

  

⑵ 「施設・管路更新にかかる工事請負費の実績と必要額」（投資計画）の検証 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 収支見込案・経営戦略見直し案の提示 

⑴ 「１ 現⾏経営戦略の中間検証」における各項目の推計見直し結果、今後の投資計
画に加え、賃金や物価等の動向、令和 4年度決算数値を反映した収支見込案を作成
し、経営目標への影響を確認 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

給水人口 

有収水量 

料金収入 

純利益 

企業債残高 

 

投資計画 

推計見直し 

中 

間 

検 

証 

収 

支 

見 

込 

案 

利益水準 

管路更新率 

経営目標 

影響の確認 

動向の反映 

賃金・物価等 

R4 決算数値 

 

  財政計画 

現行経営戦略の 

中間検証 
収支見込案 

経営戦略見直し案 

の提示 

経営戦略見直し案 

の確定 
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⑵ ⑴で作成した収支見込案に、「経営戦略策定・改定ガイドライン」（総務省、平成 31
年 3 月 29 日策定）の留意点、水道事業経営審議会で出された意見、「新水道ビジョ

ン」（令和 5 年度公表予定）などに基づき作成した経営戦略見直し案を提示 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 経営戦略見直し案の確定 

「２ ⽀収見込案・経営戦略見直し案の提示」において、水道事業経営審議会から出
された意見などを反映した修正案を確認し、見直し案確定とする 

 
 

 

 

収支見込案 

 

改定ガイドライン 

 

経営審議会意見 

 

新水道ビジョン 

経 

営 

戦 

略 

見 

直 

し 

案 
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現行経営戦略の中間検証 

⑴ 計画値と実績値との比較による今後の推計方針 

① 給水人口 
給⽔人口は「瀬⼾市人口ビジョン」における、将来人口の推計パターンの一つであ

る「独自推計」で算定した人口に、給⽔普及率 99.7%（平成 28 年度末数値）を乗じ
て算出していましたが、⾏政区域内人口と給⽔人口とも実績値が推計値を上回ってお
り、年々その差分も大きくなっているため、将来人口の推計値に補正を加える必要が
あるものと考えます。 

 
 
 

 
  

129,229 
128,695 

128,161 
127,323 

126,484 
125,646 

124,807 
123,969 

122,950 

121,931 

129,550 129,410 129,096 
128,470 

121,000

123,000

125,000

127,000

129,000

131,000

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

行政区域内人口

瀬⼾市人口ビジョン 行政区域内人口（実績）

行政区域内人口の実績は、瀬⼾市人口ビ
ジョンの推計を上回る傾向にある

128,842 
128,309 

127,777 
126,941 

126,105 
125,269 

124,433 
123,597 

122,581 
121,565 

129,206 129,080 128,772 
128,149 

121,000

123,000

125,000

127,000

129,000

131,000

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

給水人口

給水人口（推計） 給水人口（実績）

給水人口の実績は、推計を上回っており、
その差分も給水普及率が上昇していること
から行政区域内人口の数値を上回っている

  H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

瀬⼾市⼈⼝ビジョン 129,229 128,695 128,161 127,323 126,484 125,646 124,807 123,969 122,950 121,931 

行政区域内⼈⼝（実績） 129,550 129,410 129,096 128,470             

差 分 321 715 935 1,147             

 

  H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

給水⼈⼝（推計） 128,842 128,309 127,777 126,941 126,105 125,269 124,433 123,597 122,581 121,565 

給水⼈⼝（実績） 129,206 129,080 128,772 128,149             

差 分 364 771 995 1,208             

 

(人) 

(人) 
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推計の根拠とする指標を「瀬⼾市人口ビジョン」の推計パターン（＊）の
うち、「独自推計」から「第 6 次瀬戸市総合計画」で採用されている「出生率

上乗せ＋純移動率 3 割改善」とし、令和 4 年度以降の状況を踏まえながら、
必要な補正を加える。 
 （＊）「瀬⼾市人口ビジョン」の推計パターン 
   ①「独自推計」 国勢調査結果を基準に合計特殊出⽣率や純移動率（社会増減）等も加えて算出 

②「出生率上乗せ」 ①をベースに、合計特殊出⽣率を国⺠希望出⽣率（1.80）に設定して算出 
③「出生率＋純移動率 3割改善」 ②をベースに、純移動率が 3 割改善するように設定して算出 

  

人口推計に係る実績値との差異 

年度 

(A)瀬⼾市⼈⼝ビジョン 
「独自推計」 

 (B)第 6 次総合計画 
「出生率＋純移動率 3 割改善」

 実績値 

⼈⼝ 
推計 

給水率 
給水 
⼈⼝ 

 ⼈⼝ 
推計 

給水率 
給水 
⼈⼝ 

 区域 
⼈⼝ 

差分 
(A) 

差分 
(B) 

給水率 
給水 
⼈⼝ 

H28 2016 130,298 99.7% 129,907  130,298 99.7% 129,907  130,298   99.7% 129,926 

H29 2017 129,764 99.7% 129,375  130,136 99.7% 129,746  129,900 1,136 -236 99.7% 129,542 

H30 2018 129,229 99.7% 128,841  129,974 99.7% 129,584  129,550 1,321 -424 99.7% 129,206 

R1 2019 128,695 99.7% 128,309  129,812 99.7% 129,423  129,410 1,715 -402 99.7% 129,080 

R2 2020 128,161 99.7% 127,777  129,650 99.7% 129,261  129,096 1,935 -554 99.7% 128,772 

R3 2021 127,323 99.7% 126,941  129,175 99.7% 128,787  128,470 1,147 -705 99.8% 128,149 

今後の推計方針案 

129,229 

128,695 

128,161 

127,323 

126,484 

125,646 

130,298 130,136 129,974 129,812 129,650 
129,175 

130,298 
129,900 

129,550 129,410 
129,096 

128470

125,000

127,000

129,000

131,000

H28 H29 H30 R元 R2 R3

瀬⼾市人口ビジョン 第6次総合計画 行政区域内人口（実績）

(人) 

「独自推計」 「出生率＋純移動率 3 割改善」 
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② 有収水量 
有収⽔量は、推計した給⽔人口に、人口一人当たりの年間有収⽔量（平成 28 年度

実績：101.09m3）を乗じて算出していましたが、給⽔人口と同様、有収⽔量について
も実績値が推計値を上回っています。 

 

 
 
 
 

  

  

推計に使用する数値を「瀬⼾市人口ビジョン」推計パターン「独自推計」
から「出生率上乗せ＋純移動率 3 割改善」を基に算定した給⽔人口見込数と
し、人口一人当たりの年間有収水量に直近年度の傾向を踏まえ、必要な補正
を加える。 

 
人口一人当たりの年間有収水量の状況 

  
H28 

（現行） 
 H30 R 元 R2 R3 

年間有収水量（m3） 13,134,446  13,080,839 12,893,936 13,234,765 13,020,424 

年度末給水人口（人） 129,926  129,206 129,080 128,772 128,149 

人口一人当たりの 

年間有収水量（m3/人） 
101.09  101.24 99.89 102.78 101.60 

  

13,025 12,971 12,917 

12,833 
12,748 

12,664 
12,579 

12,495 
12,392 

12,289 

13,081 

12,894 

13,235 

13,020 

12,000

12,500

13,000

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

有収水量

有収水量（推計）
有収水量（実績）

有収水量の実績は、「①給水人口」と
同様、推計を上回る傾向にある

  H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

有収水量（推計） 13,025 12,971 12,917 12,833 12,748 12,664 12,579 12,495 12,392 12,289 

有収水量（実績） 13,081 12,894 13,235 13,020             

差 分 56 -77 318 187             

 

今後の推計方針案 

(m3) 
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③ 料金収入（給水収益） 
料金収入（給⽔収益）は、推計した有収⽔量に、⽔道⽔を 1 m3 給⽔する際に得られ

る収益である供給単価 165.77 円/ m3（平成 28 年度実績値）を乗じて算出していまし
たが、有収⽔量の実績値と推計値との差だけでなく、供給単価の差（令和 3 年度実績
163.02 円）により料金収入（給⽔収益）にも差が⽣じています。 

 

 

 
 

 

  

  

「②有収⽔量」で算定した数値に供給単価を乗じて算出する際、供給単価

に直近年度の傾向を踏まえ、必要な補正を加える。 
 
供給単価の状況 

  H28（現行）  H30 R 元 R2 R3 

給水収益（円） 2,177,334,524  2,167,436,974 2,125,774,148 2,166,613,400 2,122,568,723 

年間有収水量（m3） 13,134,446  13,080,839 12,893,936 13,234,765 13,020,424 

供給単価（円/m3） 165.77  165.70 164.87 163.71 163.02 

  

2,159 2,150 
2,141 

2,127 2,113 
2,099 

2,085 
2,071 

2,054 
2,037 

2,167 

2,126 

2,167 

2,123 

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

料金収入（給水収益）

料金収入（推計）
料金収入（実績）

料金収入（給水収益）の実績は、有収
水量実績の高低と連動した傾向にある

  H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

料金収入（推計） 2,159 2,150 2,141 2,127 2,113 2,099 2,085 2,071 2,054 2,037 

料金収入（実績） 2,167 2,126 2,167 2,123             

差 分 8 -24 26 -4             

 

今後の推計方針案 

(百万円・税抜) 
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④ 純利益（長期前受金戻入を除く） 
純利益（⻑期前受金戻入を除く）は、投資・財政計画（収⽀計画）により算出して

いましたが、令和 3 年度も⿊字が継続している状況にあります。 
 

 
 
 
 
 
 

 

・費用については、これまでの実績により変動する経費（支払利息、減価償

却費等）の再算定を⾏う。 
その際、今後の投資事業の見直しによる変動も考慮する。 

・収益については、「③料金収入（給水収益）」で算定した数値を使用した補
正を⾏うなどの見直しを⾏う。 

 
  

67,407 

6,429 
-15,558 

-49,171 

-137,890 
-161,096 

-124,752 
-148,762 

-174,039 
-193,929 

61,669 22,237 
51,914 

24,119 

-200,000

-150,000

-100,000

-50,000

0

50,000

100,000

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

純利益（⻑期前受金戻入除く）

純利益（推計）

純利益（実績）

純利益（⻑期前受金戻入除く）の実績は、
⿊字が継続している

  H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

純利益（推計） 67,407 6,429 -15,558 -49,171 -137,890 -161,096 -124,752 -148,762 -174,039 -193,929 

純利益（実績） 61,669 22,237 51,914 24,119             

差 分 -5,738 15,808 67,472 73,290             

 

今後の推計方針案 

(千円・税抜) 
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⑤ 企業債（借金）残高 
企業債（借金）残高は、令和 3 年度末時点で推計と一致した状況となっています。 
⽔道事業経営戦略での推計作成時は、令和 5 年度以降に新たな起債を⾏う可能性を

踏まえていましたが、同戦略内で課題に対する今後の取組の一つに「企業債（借金）
に頼らない経営」を掲げており、今後の給⽔収益や投資事業を見直し、企業債発⾏の
あり方を検証する必要があります。 

 

 
 
 
 
 
 

・今後の取組である「企業債（借金）に頼らない経営」の実現に向けて、企
業債（借金）を新たに起債しないよう見直しを⾏う。 
その際、今後の投資事業の見直しに必要となる財源となる給水収益の必要
額の見直しも⾏う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

1,241 

1,062 

885 

713 

573 

744 

924 

1,119 

1,329 

1,543 

1,241 

1,062 

885 

713 

500

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

企業債（借金）残高

企業債残高（推計）
企業債残高（実績）

企業債（借金）残高の実績は、新たな起債
を行っていないため令和3年度まで推計と
一致している

  H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

企業債残高（推計） 1,241 1,062 885 713 573 744 924 1,119 1,329 1,543 

企業債残高（実績） 1,241 1,062 885 713             

差 分 0 0 0 0             

 

今後の推計方針案 

(百万円) 
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⑵ 「施設・管路更新にかかる工事請負費の実績と必要額」（投資計画）の

検証 

⽔道事業経営戦略での推計作成時は、施設更新費用として平成 30 年度からの 10 年間で
6,029,650 千円（税抜）が必要と試算していました。（グラフ①、②の■部分） 

令和 4 年度までの 5 か年度での実績見込みは 1,349,392 千円（税抜）となっています。 
また、管路更新費用は、単年度で 541,292 千円（税抜）と試算していましたが、平成 30

年度から令和 4 度までの平均管路更新費用は 570,232 千円（税抜）であり、経営事業経営
戦略の推計値に近い数値となっています。 
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施設・管路更新にかかる工事請負費の実績と必要額 ①
(千円・税抜)

■ 施設更新費
■ 管路更新費
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施設・管路更新にかかる工事請負費の実績と必要額 ②
(千円・税抜)

■ 施設更新費
■ 管路更新費

10 億円を超す費用が必要とされる年
（赤枠部分）があり、年度間の費用
のばらつきを平準化する必要がある 

施設更新費の平準化を行った結果、毎年度の更新費
合計は約 10 億 1 千万円となった 
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（施設・管路更新費の必要額及び実績）                        （千円：税抜） 
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施設・管路更新にかかる工事請負費の実績と必要額 ③
(千円・税抜)

  
H28 年度 H30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 

必要額 実績 必要額 実績 必要額 実績 必要額 実績 必要額 実績 

施設更新費 27,220 27,620 552,943 639,927 468,445 97,787 468,445 41,560 468,445 31,729 

管路更新費 385,016 384,616 638,930 459,160 541,292 654,748 541,292 653,864 541,292 466,881 

合 計 412,236 412,236 1,191,873 1,099,087 1,009,737 752,535 1,009,737 695,424 1,009,737 498,610 
    

  
R4 年度 

 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

 
 

必要額 実績(※) 必要額 必要額 必要額 必要額 実績 

施設更新費 468,445 538,389 468,445 468,445 468,445 468,445 468,445 

管路更新費 541,292 616,508 543,474 543,474 543,474 543,474 543,474 

合 計 1,009,737 1,154,897  1,011,919 1,011,919 1,011,919 1,011,919 1,011,919  

(※)執行見込額 

■ 施設更新費（必要額） 
■ 管路更新費（必要額） 
■ 施設更新費（実績） 
■ 管路更新費（実績） 

・管路更新費は必要額に近い実績で推移している 
・施設更新費は令和 3 年度まで必要額を下回って

いたが、令和 4 年度は実績を上回る見込みとな
っている 

今後の投資計画案 

・「施設更新計画」及び「管路更新計画」に準じて作成した現⾏の必要額
を基準とするが、工事単価の上昇などを踏まえた補正を加える。 
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